


























226　早稲田法学会誌第67巻 1 号（2016） 刑事責任能力論における弁識・制御能力要件の再構成（ 2 ・完）（竹川）　227
　　　第 2 項　認知能力要件の内容をめぐる議論　「違法性」か、「道徳違 
　　　　　　　反性」か
　　　第 3 項　検　討
　　第 3 款　議論枠組みの変化　「合理性の欠如」という観点から説明を試 
　　　　　　みる諸説
　　　第 1 項　Fingarette による問題提起
　　　第 2 項　Morse によるアプローチの継承

























































































































































































































































































と定義づける。そして、 「理由応答性 （reasons-responsiveness）」 
という観点から責任の本質に分析を加える、フィッシャー（John M. 
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それ自体ではなく、弁識プロセスの
4 4 4 4 4 4 4
標準からの乖離














いという理由から、その者を免責する」と指摘する。Sendor, Crime as Commu-
nication: An Interpretive Theory of the Insanity Defense and the Mental 
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（214）町野朔「心神喪失・心神耗弱における心理学的要素」岩井宜子先生古稀祝賀
『刑法・刑事政策と福祉』（尚学社、2011年） 6 頁。






























































る場合に限られる」と指摘する。加えて、前章第 2 節第 3 款で検討した Morse や
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Schopp の見解においては、この種の理由応答性に類似した説明を援用していると























（236）Fischer & ravizza, supra note 233, at 41.
（237）瀧川・前掲注231・109頁。
（238）Fischer & ravizza, supra note 233, at 63.
（239）瀧川・前掲注231・110頁参照。































（248）Widerker, Blameworthiness and Frankfurt’s Argument Against the 
Principle of Alternative Possibility, in Moral resPonsibility and alternative 












































る（古くは、Karl Engisch, Untersuchungen über Vorsatz und Fahrlässingkeit 














































































（289）団藤・前掲注 2 ・276頁、同「責任能力の本質」日本刑法学会『刑法講座 第 3
巻』（有斐閣、1963年）36頁以下、大塚仁『刑法概説（総論）〔第 4 版〕』（有斐閣、
2008年）451頁、荘子邦雄『刑法総論〔第 3 版〕』（青林書院、1996年）308頁以下、
曽根威彦『刑法総論〔第 4 版〕』（弘文堂、2008年）146頁以下、内田文昭『改訂 刑
法Ⅰ（総論）』（青林書院、1986年）234頁、同『刑法概要中巻〔犯罪論（ 2 ）〕』（青








































































（311）Claus Roxin, Strafrecht Allgemeiner Teil, Bd. 1, 4. Aufl., §20 Rn. 29.〔邦
訳として、クラウス・ロクシン（山中敬一監訳）『ロクシン刑法総論 第 1 巻［基
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礎・犯罪論の構造］【第 4 版】［翻訳第 2 分冊］』（信山社、2009年）390頁以下。〕
（312）Mezger, Strafgesetzbuch Leipziger Kommentar, 8. Aufl., 1957, §51 Rn. 1; 
Hans Welzel, Das Deutsche Strafrecht, 11. Aufl., 1969, S. 157.
（313）Roxin, a. a. O. （Anm. 311）, S. 222. 〔ロクシン（山中監訳）・前掲注311・390
頁以下〕; Joeckes, Münchner Kommentar zum Strafgesetzbuch, Bd. 1, 2003, §17 
Rn. 84; Vogel, Strafgesetzbuch Leipziger Kommentar, Bd. 1, 12. Aufl., 2006, §17 
Rn. 112; Perron, Schönke/Schröder, Strafgesetzbuch Kommentar, 28. Aufl., 2010, 
§20 Rn. 4; Neumann, Nomos Kommentar zum Strafgesetzbuch, Bd. 1, 2003, §17 
Rn. 97.
（314）Eduard Dreher, Verbotsirrtum und §51 StGB, GA 1957, S. 98.〔紹介とし
て、浅田和茂『刑事責任能力の研究 上巻』（成文堂、1983年）241頁以下。〕
（315）Armin Kaufmann, Schuldfähigkeit und Verbotsirrtum, Festschrift für Eb. 
Schmidt, 1961, S. 321ff.
（316）Roxin, a. a. O. （Anm. 311）, §20 Rn. 29.
（317）Vogel, a. a. O. （Anm. 313）, §17 Rn. 112.
（318）以上の見解に対し、ドイツにおいて認識能力要件と禁止の錯誤の原理的一致
を認めない見解として、Horst Schröder, Verbotsirrtum, Zurechnungsfähigkeit, 
actio libera in causa, GA 1957, S. 297; Rudolphi, Systematischer Komentar zum 
Strafgesetzbuch Bd. 1, 7. Aufl., 2000, §17 Rn. 15ff, 26ff; Helmut Frister, Die 
Struktur des “voluntativen Schuldelements”, 1993, S. 199ff.
（319）安田・前掲注 4 ・79頁参照。
（320）Roxin, a. a. O. （Anm. 311）, §20 Rn. 36.
（321）Dreher, a. a. O. （Anm. 314）, S. 99.
（322）Günther Jakobs, Strafrecht Allgemeiner Teil, 2. Aufl., 1991, §18, Rn. 31.


















方で認識能力が否定される場合が観念できると主張する。Frister, a. a. O. （Anm. 
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という規範的評価をするもの」（大阪刑事実務研究会（責任能力 1 （ 3 ））・92頁）
であり、精神状態や心理状態の客観性を侵害することを意味せず、②裁判実務にお
ける具体的事件の解決に際して、了解可能性の判断自体に精神病か否かの診断機能
が与えられているわけではなく、それゆえ専門家の鑑定意見は規範的判断としての
了解可能性の有無とは区別して、実務上相当程度尊重されている（同・92頁参照）
との反批判が可能であろう。
　　【付記①】本稿は、平成27年度科学研究費補助金（特別研究員奨励費：課題番号 
　　26・2485）による研究成果の一部である。
　　【付記②】本稿の執筆過程では、岩崎貴彦氏（東京地方裁判所判事補）に草稿段階 
　　から多くの有益なご助言をいただいた。ここに記して感謝申し上げる次第である。
　　【付記③】校正中に、瀧川裕英「責任能力は責任に依存する」法学教室430号（2016 
　　年） 8 頁および安田拓人「責任能力の意義」同14頁に接した。

